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2. 立地地域の範囲

「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法」（以下「法」という。）

第3条 1項に基づく原子力発電施設等立地地域（以下「立地地域」という。）は、

以下の 2市7町2村とする。なお、立地地域は、発電用施設等周辺地域整備法（昭

和49年法律第78号）第4条の規定に基づき指定した整備計画の対象地域である（図

I-1参照）。

立地地域 ：柏崎市、刈羽村、長岡市、越路町、出雲崎町、高柳町、

小国町、西山町、大島村、柿崎町、吉川町

の2市7町 2村

発電所立地市町村 ：柏崎市、刈羽村

図I-1 立地地域の範囲
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表l1-1 立地地域の土地利用状況

（単位： ha)

総数 回・畑 宅地 山林そ・の原他野等

柏崎市 31. 929 5,269 1,889 24, 771 
刈羽村 2,628 899 156 1,573 
長岡市 26,245 7, 634 3, 138 15, 474 
越路町 5,844 I. 581 287 3, 976 
出雲崎町 4,440 559 133 3,747 
高柳町 6,463 910 74 5,480 
小国町 8,615 1,307 182 7, 126 
西山町 5,663 954 230 4, 479 
大島村 7, 164 802 68 6,293 
柿崎町 8, 539 1, 586 319 6, 634 

高川町地域計 .?.1 .. ~§.1. .1.1 .. ~~－~ .?.2.!. .?. •.. ?.?.9. 
立地 115, 191 23,130 6,678 85,383 
新潟県計 1 258 231 201, 41堕 46,619 1. 010, 196 

出典）統計データハンドブックT平蔵13年）

イ 経済的条件

a 交通網

立地地域には、県内第2の都市である長岡市が地域の北東部に位置し、第

4の都市である柏崎市が地域の中央部に位置している。この 2つの都市をつ

なぎ、北陸自動車道、国道8号、 JR信越本線が地域の大動脈として通ってい

る（図II-1参照）。また、関越自動車道及び国道17号が、長岡市を通って地

域の北東部を縦に貫いている。さらに柏崎市から出雲崎町にかけての日本海

沿岸には、国道116号、国道352号及びJR越後線も整備されている。その他、

柏崎市及び長岡市からはほぼ放射状に国道252号、 351号、 353号及び403号が

整備され、幹線道路として機能している。

また、海上交通としては、地方港湾である柏崎港がある。柏崎港は、昭和

46年に国際貿易港として開港されてからは、中越地方の木材・セメントの供

給基地として発展し、現在では鉱産品や化学工業品の取扱いが多い。

4 





島山血

b 地域経済

立地地域の純生産額（表II-2参照）の昭和61～平成10年度までの推移を見

ると、純生産額の伸び率は県平均と比較して高くなっているが、平成4～10

年度の期間では伸び率が鈍化しており、伸び率がマイナスの市町村も見られ

る。また、 1人あたり市町村民所得（表II-3参照）を見ると、立地地域の平

均所得水準は、県平均よりも若干高くなっている。

表lト2 立地地域の市町村民所得（純生産額）

実額（百万円） 伸び率（%）

昭和61年度 平成4年度 平成10年度
平成10年度 平成4年度 平成10年度

／昭和61年度 ／昭和61年度 ／平成4年度

柏崎市 242, 059 321,595 370,916 53.2 32. 9 15. 3 
刈羽村 13,867 36,569 46, 633 236.3 163. 7 27.5 
長岡市 441,238 614,467 649,884 47.3 39.3 5.8 
越路町 31, 990 42,204 45,897 43.5 31. 9 8.8 
出雲崎町 9,240 11, 515 11, 877 28.5 24.6 3. 1 
小国町 8,646 11, 714 11, 781 36.3 35.5 0.6 
高柳町 4,644 5,414 5,370 15.6 16. 6 0.8 
西山町 9, 349 13,879 13, 701 46. 5 48.4 -1 3 
大島村 4, 790 6,415 6,383 33.2 33. 9 ー0.5 
柿崎町 20,078 28, 744 32,614 62.4 43.2 13.5 

東立l地！.I.町地：域計 .§, •. §.?.?.. .rn . ..J.?.1. 1.?. I -1. 9 
794,479 l, 102, 700 38. 8 9. 3 

県計 5, 164 805 6, 901 228 7.317. 41 7 33. 6 6. 0 
出典7新f島東語許手鑑言。01

表lト3 1人あたり市町村民所得の推移

（単位，千円）
昭和61年度 平成元年度 4年度 7年度 10年度

柏崎市 2,290 2,572 2, 935 3,003 3,040 
刈羽村 2,298 2,668 3,278 3,251 3,323 
長岡市 2,344 2, 806 3, 124 3,206 3, 162 
越路町 2,063 2,448 2, 901 2,939 3,033 
出雲崎町 I, 708 I, 974 2,320 2,386 2,390 
小国町 l, 459 l, 772 2, 161 2, 19自 2,226 
高柳町 l, 476 1,882 2, 098 2,229 2, 189 
西山町 I, 728 2,036 2,377 2,450 2,510 
大島村 1, 609 1,915 2, 221 2, 389 2,563 
柿崎町 I, 783 2, 139 2, 615 2, 786 2,813 
｜吉川町 1 602 1 909 2.357 2 518 2.571 

立県地平地均域平均
I, 851 2, 193 2, 581 2,669 2, 711 
1 767 2 079 2 493 2 616 2 670 

出真7 藷京読許年鑑2001
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ウ社会的条件

通勤・通学及び商圏による、立地地域内の日常生活圏の状況は柏崎市と長

岡市を核として形成されており、次の通りとなっている。

まず、柏崎市における通勤・通学状況についてであるが、柏崎市には基幹

産業としての機械・金属加工業のほか、食品関係の主要企業があることと、

教育機関としても私立大学が 2校、公・私立高校が6校あり、刈羽村、出雲

崎町、高柳町、小国町、西山町及び柿崎町が柏崎市を軸として通勤・通学園

を形成している。

一方、長岡市においては、工作機械・電子機械産業などの製造業を始めと

して、デパートや大型スーパーなどの商業施設のほか、幅広い業種で雇用の

創出が図られている。

また、教育機関としては、国・私立大学が 3校、国立の高等専門学校、及

び9校の公・私立高校があることから、立地地域内の市町村では、越路町、

出雲崎町、小国町及び西山町が通勤通学園を形成している。

次に、立地地域内における日常買い廻り品の状況であるが、柏崎市には、

刈羽村、高柳町、及び西山町が、長岡市には、刈羽村、西山町、出雲崎町、

小田町及び西山町が依存している状況にある。
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表11-5 電源立地促進対策交付金の交付額

（単位：百万円）
区分 自治体等

平昭成和：年3～度 9平年成度 1平0年成度 1平1年成麿 12平年成度 13平年成度 14平年成度
計

設置 柏崎市 23, 123 40 136 266 387 242 53 24,246 
刈羽村 5,348 I, 747 5, 744 933 26 13, 798 

新小計潟県 _ey_,}.?.1. .~1.?. ~H .?.1.~. .l.§2. .§.?. .?.?. .?. ... ！？.~.~－ 
34. 794 2. 129 6.242 I 442 562 327 115 45 612 

周辺 刈羽村 6,468 450 744 7,663 
西山町 6,441 275 627 

一24 73 24 7,464 
小国町 1,658 98 !, 756 
高柳町 I, 751 !, 751 
柿崎町 I, 777 2 !, 779 
越路町 l, 127 40 60 47 I, 274 
長岡市 1, 141 539 l, 679 
大島村 690 690 
吉川町 690 690 
出雲崎町 1, 751 l, 751 

新小潟計県 .~ .... §.~.§. 
・－－－－－－－－－－－－－－－－－

.?..!?.!.. ....・・a・．．．．．．．．．． －ー・・・ー・ー・・ー・・ー・・ー・・ a・・・・a・・・・・・・・・・・． ・・ー・・・・・ー・・・．．．．．．
3 ，~＿43 

27 180 1 029 1 336 774 24 73 24 30 439 
合計 61 974 3. 158 7,579 2. 217 586 400 138 76. 051 

出典）原子力発電の現状（平成14年3月）

表l1-6 原子力発電施設等周辺地域交付金の交付額

（単位・百万円）

平昭成和55年6～度 平成 ＊成 平成 平成 平成 平成 平成 累計
6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度

柏崎市 12, 703 2,186 2,209 2,254 2,302 2,318 2,303 2,275 28,550 
刈羽村 750 142 146 146 142 136 140 139 l, 740 
西山町 533 85 87 84 82 82 81 84 I, 118 
小国町 456 75 77 78 85 85 84 83 l, 022 
高柳町 188 28 28 28 29 29 29 29 390 
柿崎町 765 128 132 133 133 135 134 132 I, 692 
越路町 926 165 169 175 176 178 179 172 2, 141 
長岡市 13,588 2,363 2,397 2,442 2,479 2,517 2,422 2,421 30, 629 
大島村 184 29 29 33 35 31 31 30 401 
吉川町 314 49 51 52 52 52 51 51 673 

陸豊崎町 383 64 67 68 69 70 75 74 870 
30 788 5 314 5 393 5 494 5 585 5 634 5 529 5 489 69 226 

出：｝原子力発電の現状（平成14年3月）
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箇箇昌弘

除その他産業等の基礎条件の改善に関する総合的な対策を樹立し、その実施

を推進することにより、当該地域における産業と民生の安定向上に寄与する

ことを目的としている。

c 特定農山村の振興について

特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関

する法律は、特定農山村について、地域における創意工夫を生かしつつ、農

林業その他の事業の活性化のための基盤の整備を促進する措置を講ずるこ

とにより、地域の特性に即した農林業その他の事業の振興を図り、もって豊

かで住みよい農山村の育成に寄与することを目的としている。

平成14年4月1日現在、県内では64市町村（全域指定41市町村、一部指定23

市町村）が指定されており、立地地域では4市町村が全域指定、 5市町が一

部指定を受けている。

図11-3 過疎指定市町村

瞳霊璽蹴地欄宜醐帥法（ζ

Ifア宍六一方l斬洩県措過障地蝿自立程埠珂筆葺葺喪櫨曹綱｛＝ 
正半邑溢半竿d基づ〈準過疎埴唖
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ウ立地地域の課題

立地地域において、各市町村に共通する主な課題は以下のとおりである。

a 少子高齢化に対応したまちづくり

少子高齢化が進行する中で、立地地域においては若年層の流出等が続き、

7町村が過疎指定（準過疎地域を含む）されている。このため、若者の定住

意欲を高める観点から、生活環境整備の充実、就業の場の確保等の充実を図

る必要がある。

また、子供を産み育てやすい地域を目指すとともに、高齢社会に対応した

福祉施策を展開していく必要がある。

さらに、宅地・住宅の供給等により、魅力ある環境を提供していくことが

必要である。

b 産業振興

産業活動は立地地域の発展を支え、豊かな生活と雇用の安定を生み出す源

泉となるが、立地地域では、商品開発カと販売力の弱さが指摘されていると

ころもある。

今後は、これまでの産業集積を維持・発展させていくとともに、新たな産

業の創出が必要となっており、特に研究開発や技術開発への支援を強めてい

くことが必要である。

また、広域交通体系や自然・伝統・文化といった立地特性を活かし、魅力

ある農林水産業の振興をはじめ、中心市街地の活性化や地域産業の高度化、

企業誘致等による産業の振興を図る必要がある。

さらに、原子力発電所の立地によるエネルギー関連技術やこれを支える人

材の集積を活かし、原子力発電所のメンテナンス業務等への地域企業の参入

等を促進し、原子力発電所の持つ高い技術カの地域への移転を促進するなど、

自立的発展に向けた発電所との共生の推進を図る。

c 情報基盤の整備

立地地域では、昭和59年に通商産業省の「ニューメディアコミュニティ構

想jの地域指定、平成4年には郵政省の「テレトピア構想Jの地域指定を受

け、情報化を推進してきたところである。
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実施している。

また、原子力防災対策については新潟県地域防災計画原子力災害対策編に

防災対策を示しているが、地域住民や関係機関に対する原子力防災に関する

正しい知識の理解や普及啓発、及び緊急時における防災情報システムの充実、

さらに技術革新等を積極的に取り入れて防災対策を充実することが課題と

なっている。

エ今後の見通し

立地地域では、以上の課題の解決に向けて、以下のような新しい取組みが

始まりつつあり、これらを推進していくことにより立地地域の振興が図られ

る。

・大学と企業を結ぶリエソ、ン機能の充実を図るべく、 「長岡技術科学大学テ

クノインキュベーションセンターJが発足し、産学共同による、企業、地域

社会との連携を推進するため、多彩な研究交流、情報交換、技術指導を行っ

ている。特に、地域ニーズに応えた研究交流をテーマに現在、 25を超える研

究交流会が設けられている。

・新しい農業への取組みとして、農産物のオーナー制度や体験型農業の導入

により、都市と農村との交流が活発化してきている。

・原子力発電所のメンテナンス工事に伴う資機材の設計・製造等について、

地元企業への発注の拡大のための取組みが進められている。地元企業への発

注が拡大することにより、立地地域における新たな雇用の創出や企業の技術

水準の向上が図られることになり、発電所と立地地域の共生が促進されるこ

ととなる。
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ーリズム等による体験型農業・観光農業の取り組みが図られており、交流・

観光の推進役として軌道に乗りつつある。

水産業については、漁獲量が低水準にある中、水産資源を持続的・継続的

に供給する「資源管理型漁業・っくり育てる漁業jを進めるため、基盤整備

としてヒラメの稚魚放流および水産基盤整備事業が展開されている。

第二次産業では、加工組立型産業である機械、電気などを中心に、鋳物、

金属、食品、繊維、木工家具など幅広い業種で構成され、ものづくりを重視

すβ歴史的伝統を背景として、特色のある産地を形成している。

最近では、 「長岡リサーチコアインキュベート・センターJ、 「長岡技術

科学大学テクノインキュベーションセンターJ、新潟工科大学「地域産学交

流センターJ及び「地域産業技術開発事業（フロンティアチャレンジ）」等

の産学官連携による取り組みにより、ベンチャー企業や独創的な新技術・製

品が誕生している。

また、市民・産業界・行政の間にデザイン及びデザイン開発への関心が高

まっており、産学官連携による積極的な導入・振興が期待できる。

第三次産業では、商業において、大規模な駐車場を備えた大型店や新しい

形態の郊外店の進出に伴い、市心市街地の商店街の集客力が低下し、広域的

な商業拠点とじての機能や活気が失われつつある。このため、中心市街地の

活性化等に積極的に取り組むことが必要である。
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が中心となって設立を提唱した新潟工科大学が開学した。また、昭和62年に

整備された柏崎ソフトパークは地域の情報化推進の拠点として位置づけら

れており、企業の情報化支援などが推進されているなど、学術・研究機関の

集積度が高い。

一方、起業化や研究開発を支援する長岡リサーチコアインキュベート・セ

ンターからは、ベンチャー・研究開発型企業が巣立つているほか、平成14

年には、大学と企業を結ぶリエゾン機能の充実を図るために、長岡技術科学

大学テクノインキュベーションセンターが発足している。

これら優れた教育・開発環境のほかにも、県立近代美術館や歴史博物館な

どの文化施設が整備されているほか、人材育成を目的に設立された（財）長

岡市米百俵財団では、奨学金給付や派遣研修助成等の活動を行っているなど、

優れた教育文化環境が形成されている。

・新潟産業大学 －長岡造形大学

高等教育機関 ・新潟工科大学 －長岡大学

－長岡技術科学大学 ・長岡工業高等専門学校

・新潟県農業総合研究所 ・新潟県内水面水産試験場

－長岡雪氷防災実験研究所 －柏崎情報開発センター

研究機関等
・新潟県工業技術総合研究所中越技術支援センター

・石油開発技術センター柏崎テストフィールド

・｛言濃川｜テクノポリス開発機構

・レーザー応用工学センター、レーザー応用工学研究所

文化施設 －県立近代美術館 －県立歴史博物館

日産業・技術集積

立地地域の工業は、加工組立型産業である機械、電気などを中心に、鋳物、

金属、食品、繊維、木工家具など幅広い業種で構成されている。また、地域

生活に育まれてきた清酒、菓子、味噌醤油、仏壇等の生活関連型産業が固有

の伝統技術を伝承し、製品を提供するなど、ものづくりを重視する歴史的伝

統を背景として、特色ある産地を形成している。

また、柏崎学園ゾーンや信濃川テクノポリスの整備により、産業・技術の

集積が図られているほか、原子力発電所の立地により、エネルギー関連技術

や人材の集積もある。
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c 新潟県長期総合計画

新潟県では、平成13年4月に 6度目となる長期総合計画を策定している。

計画では、豊かな「生活文化J、発見・創造「地域価値」、世界に向けての

「日本海発信」というを 3つの発展方向に向けて、 「21世紀最初の10年計画

新潟・新しい波Jを基本目標に掲げている。

また、より広域的な観点に立って地域の将来像を考えていくため、 14ある

広域市町村圏を 6つに統合した広域連携圏を単位として、それぞれの振興方

向を明らかにすることとしている。この中で、立地地域は中越広域連携圏及

び上越広域連携圏に属しており、下記の振興方向が示されている。

（中越広域連携圏） 「ハイテク産業トライアングル」

・企業と学術研究機関の連携を進めることにより、県内製造業のリーデイン

グ役として技術の高度化と高付加価値化を促進し、経済活力を高める。

・地域の中核都市である長岡市の都市機能集積による拠点性向上を図るとと

もに、自然豊かな地域との連携と優れた文化施設を生かして、利便性が高く、

快適な居住環境を持つ地域づくりを促進する。

・農林水産業と地域資源を活かした観光を振興することにより、交流機能を

高め、活力ある地域づくりを促進する。

（上越広域連携圏） 『山海の雄大な景観を持つ産業と文化の交流拠点地域」

．整備が進む高速交通体系を生かして長野県等との幅広い連携を進める地域

連携軸の形成に努めるとともに、直江津港等の物流機能を強化し、地域産業

の高度化を図る。

・中核都市である上越市への都市機能集積による拠点性向上を図るとともに、

地域の連携を強め、潤いと利便性を享受できる地域づくりを進める。

－自然環境との共生を図り、歴史・文化など地域固有の価値を高めるととも

に、それを生かした情報発信力を強め、交流の鉱大を図る。
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人口の増減率

（単位．%）
昭和45～｜昭和50～ 10言語言語～ Iall車両面二 l 平成2～ I 平成7～ ｜昭和45～
昭和50年 1昭和田年｜昭和60年｜平成2年 l平成7年｜平成12年｜平成12

柏崎市 I o. 4 3. 9 3. o z. 1 3. 3 企 3.11 10.5 
刈羽村 ｜ 企 5.3 4. 0 2. 9 0. 4 3. 3 ..._ 11. Bl 企 7.4
長岡市 I 5.s 5.o 1.9 i.2 24 J.51 19.2 
越路町 I ..._ 1. 4 4. 3 2. 6 ..._ o. 5 ..._ o. 4 ..._ o. 21 4. 4 
出雲崎町 ｜ 企 10.2 .... 4. 0 .... 3. 8 .... 5. 3 .... 3. 2 .... 6. 41 企 28.8
高柳町 ｜ 企 20.5 .... 14. 7 .... 15. 6 .... 12. 2 .... 10. 8 .... 10. 71 企 60.0
小園町 ｜ 企 12.4 .... 4.9 .... 4.5 .... 4.3 .... 4.9 .... 7.51 .... 33目。
西山町 ｜ 企 4.3 .... 2.5 .... 1.4 .... 2,8 企 5.3 .... 5.71 企 20.2
大島村 I 企 134 .... 9. 3 .... 13. 9 .... 8. 6 .... 10. 5 .... 10. 71 .... 50; 6 
柿崎町 I ..._ 3. 4 o. 5 ..._ 1. 1 ..._ 4. 4 ..._ 2 8 ..._ 3. 21 ..._ 14. 1 

責！.！！.町 .• 1.. .~ ..目.！.LI.…．．”... ~ ... 2'..1.…．．．．．目全..§.,.I .......... ~ .... I?.,. I目．．.... －~ ..ふ.§，........... ~ .. .I .... 9.l.. 企．． 主§，..~
立封h鮒t域計 I 1. 0 乱0 1.2 o.5 1.5 ..._ 1.ol 6.4 
新潟県計 I 1. 3 2 5 1. 1 ..._ o. 2 -o. 6 ..._ o. 5 I 4 9 

出典）国勢調査（昭和45～平成12年）

表11-10

また、年齢階層別の人口推移を見ると、立地地域全体では新潟県平均より

も高齢化率は低いものの、長岡市以外は全て県平均よりも高い高齢化率とな

っている。特に高柳町では平成12年で40%を超えている（図II-6、表II-11

参照）

立地地域内市町村の高齢化率（平成12年国勢調査）

。
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ii 産業構造、各産業別の現況と今後の動向

立地地域における就業人口（平成7年）総数は、 183,936人であり、その

うち第 1次産業13,229人（7.2%）、第 2次産業70,991人（38.6%）、第 3

次産業99,673人（54.2%）となっている。これは、新潟県全体の構成に比べ

てみると、第 2次産業の割合が若干高く、第 1次産業の割合が若干低いとい

う構造になっている。

原子力発電所の 1号機が運転を開始した昭和60年の就業人口総数は、

175, 190人であり、そのうち第 1次産業は19,764人 (11.3%）、第2次産業

は67,519人（38.6%）、第 3次産業は87,806人（50.1 %）であったが、昭和

60～平成7年の10年簡に、第 1次産業は減少し、第 3次産業が増加している

（表II-12参照）。

第2次産業の比率が高い柏崎市、刈羽村、越路町、出雲崎町、西山町、柿

崎町は、機械金属加工業が中心であるが、近年電子関連産業も伸びてきてい

る。第 1次産業の比率が高い高柳町、小田町、大島村、吉川町は、稲作を主

体とする農業が主産業であるがサービス業等の第 3次産業の割合が増加し

ている。第3次産業の比率が高い長岡市は、地域の中核都市としてサービス

業、卸売・小売、飲食業の他に機械金属加工業でも全国有数な地域である（表

II-13、表II-14参照）。

このように、原子力発電所が立地したことにより、立地地域においては雇

用の安定、人口定住、産業振興、社会基盤の整備等に一定の成果を得ている

が、平成9年 7月に発電所の建設が完了したことで、地域の雇用力が低下し

てきており、産業振興など適切な対応を進めることが必要である。
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表II-13 産業大分類別就業者数（昭和60年）

( 1 ）実数 （単位・人）

電気・ガス
運輸・ 卸売・小売 金融・ 分類不能の農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業 ・熱供給
通信業 業、飲食店 保険業

不動産業 サービス業 公務
産業

－水道業

柏崎市 4,328 16 105 259 5,590 14, 135 443 2, 293 7,825 715 76 7, 435 1,024 4 
刈羽村 596 I 27 540 874 95 106 319 24 5 410 87 
長岡市 5,988 25 25 66! 8, 072 23, 117 548 5,154 24,557 3, 241 384 18,624 2,212 14 
越路町 I, 232 5 2 96 917 2,212 22 345 I, 296 131 7 I, 197 178 9 
出雲崎町 422 10 160 17 566 I, 028 6 ・110 607 35 473 116 
高柳町 I, 016 自 2 2 275 334 7 77 181 11 1 232 84 
小田町 I, 641 1 7 582 1, 357 10 166 471 34 526 119 1 
西山町 1, 046 4 23 68 484 1, 367 23 201 464 39 日 494 108 
大島村 842 2 242 360 1 58 147 5 1 322 76 
柿崎町 l, 170 2 10 18 707 2,364 36 304 I, 104 101 6 940 212 

吉川町 1, 084 1 1 5 365 941 7 E~. 343 16 .! 4.?.6 !.61 ・・・・．．．．．．．．．．．．．． －－－－－－－．．．．．．．．．．． ・・．．．．．．．．．．．．．．．．． ・．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・・・・・・・．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
立地地域 19,365 71 328 1, 162 18,340 48,089 1, 198 8,929 37, 314 4,352 487 31, 149 4, 377 29 
新潟県 171, 727 I, 665 4,368 4,233 136,502 310, 702 7, 517 66,049 260,583 28,630 3,998 226, 080 40, 137 753 

(2）各産業の構成比 （単位・%）

電気・ガス
運輸・ 卸売・小売 金融・ 分類不能の

農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業 ・熱供給 不動産業 サービス業 公務
・水道業

通信業 業、飲食店 保険業 産業

柏崎市 9.8 0.0 0.2 0.6 12. 6 31. 9 !. 0 5. 2 17. 7 !. 6 0.2 16.8 2.3 。。
刈羽村 19.3 0.0 。。 0. 9 17.5 28.3 3. 1 3. 4 10.3 0.8 0.2 13.3 2.8 0.0 
長岡市 6.5 0.0 0.0 0. 7 8. 7 25.0 0. 6 5.6 26.5 3.5 0.4 20. 1 2.4 0.0 
越路町 16. 1 0. 1 0.0 !. 3 12.0 28.9 0.3 4.5 16.9 !. 7 0. 1 15.6 2.3 0.1 
出雲崎町 11. 9 0. 3 4.5 0.5 15.9 29.0 。目2 3.1 17. 1 !. 0 0.0 13.3 3.3 0.0 
高柳町 45.6 0. 3 0. 1 0. 1 12.3 15. 0 0. 3 3.5 8. 1 0. 5 0.0 10.4 3.8 0.0 
小国町 33.4 。。 0.0 0.1 11. 8 27.6 0.2 3.4 9.6 0. 7 。。 10. 7 2.4 0.0 
西山町 24.2 0. 1 0.5 !. 6 11. 2 31. 6 0. 5 4.6 10. 7 0.9 0.1 11. 4 2. 5 0.0 
大島村 41. 0 。。 0.0 0.1 11.自 17. 5 0.0 2.8 7.1 0.2 0.0 15. 7 3. 7 。。
柿崎町 16.8 0.0 0. 1 0.3 10. 1 33.9 0.5 4.4 15. 8 !. 4 0. 1 13.5 3. 0 。。
吉立川地町地域

30. 7 0.0 0.0 0 1 1_q, 3 26.6 0.2 3. 3 9. 7 0.5 。。 14.0 4 6 0.0 ．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・・・・・・・・・・・・・．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．． .................. ・・・・・．．．．．．．．．．．．．
2. 5 

．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
11. 1 。。 0. 2 0. 7 10. 5 27.4 0. 7 5. 1 21. 3 2. 5 0. 3 17. 8 。。

新潟県 13.6 0 1 0.3 0. 3 10.8 24.6 0.6 5.2 20.6 2.3 0. 3 17.9 3.2 0. 1 

出典）平成60年国勢調査



表Il-14 産業大分類別就業者数（平成7年）

( 1 ）実数 （単位・人）

電気・ガス
運輸・ 卸売小売 金融・ 分類不能の

農業 林業 漁業 鉱業 建設業 ｜ 製造業 I ・熱供給 不動産業 サービス業 公務

－水道業
通信業 業、飲食店 保険業 産業

柏崎市 3, 124 9 78 156 6,969 13, 148 !, 010 1, 905 8,442 838 zoz 10,5自8 l, 108 11 
刈羽村 369 13 778 778 123 79 332 19 17 595 93 5 

長越路岡市町
4,235 Z3 Z9 467 10, 302 24,654 599 5, 306 24,909 3,562 578 24,005 Z, 199 Zl 

668 3 z 59 1, 090 Z,Z04 Z9 310 l, 304 130 10 !, 411 204 7 

出雲崎町 339 5 139 6 455 956 9 90 521 23 5 576 124 2 
高柳町 602 2 227 267 8 59 215 12 1 221 86 
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"' (2）各産業の構成比
ミD

電気・ガス
運輸・ 卸売・小売 金融・ 分類不能の

農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業 －熱供給
通信業 業、飲食店 保険業

不動産業 サービス業 公務
産業

－水道業

柏崎市 6.6 0.0 0.2 0. 3 14.6 27.6 2. 1 4.0 17. 7 I. 8 0.4 22.2 2.3 0.0 

刈羽村 11. 5 0.0 。。 0.4 Z4.3 24.3 3. 8 2.5 10.4 0.6 0.5 !8.6 2.9 0.2 

長岡市 4.2 0.0 。。 0. 5 10. 2 24.4 0.6 5.3 24. 7 3. 5 0.6 23.8 2.2 0. 0 

越路町 9.0 。。 0.0 0.8 14. 7 29. 7 0.4 4.2 17. 5 I. 7 0. 1 !9.0 2. 7 0. 1 

出雲崎町 10.4 0.2 4.3 0. 2 14.0 29.4 0.3 2.8 16.0 0. 7 0. 2 17. 7 3.8 0. 1 

高柳町 35.4 0.1 0.0 0.0 13.4 15. 7 0.5 3.5 12.6 0. 7 0. 1 13.0 5. 1 。。
小国町 23.0 0.0 0.0 0.0 17目 1 26.9 0. 2 3. 4 10. 7 0. 5 0.0 15.0 3. 1 0.0 

西山町 19.2 0. 1 0.4 0. 7 12.3 29.4 0. 9 4.1 11. 3 0.9 0.2 17.6 3.1 0.0 

大島村 27.3 0. 1 0.0 0. 2 16. 4 19. 8 0.1 3. 5 10. 6 0.3 0.0 16. 0 5.5 0.0 

柿崎町 10.8 0.0 0. 1 0.2 12. 0 32.2 0.5 5.0 16.9 I. 3 0. 2 17. 6 3. 1 0.0 

立吉川地地町域
Zl. 5 0. 1 。。 0.1 10.9 26.8 0.2 4. 6 12. 7 0. 7 0.0 !6.9 5.4 0.2 ．．．．．．．．．．．．．．．．．． －－－－．．．．，．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・・・．．．．．．．．．．．．．．． ・・・・・・・・・，，．．．．．，．． ・－－．．．．．．．．．．．．．．．． ’・・・・・・・・・・・・e・．．． ・・・・・・・・・・・・・・．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．． －．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
7.1 0.0 0. 1 0.4 12.2 25.9 I. 0 4. 7 20.8 2.6 0. 5 22.! 2.5 0.0 

新潟県 8.8 0. 1 0. 2 0.3 12.6 23. 1 0. 7 5. 1 20.9 2. 3 0.4 22.1 』 32 0. 1 

（単位・%）

出典）平成7年国勢調査



③立地地域行財政の状況

行財政の現況と動向

立地地域の財政状況に関して、表n~15から財政力指数を見ると、原子力

発電所立地市町村である柏崎市と刈羽村が1.00を上回り、地方交付税の不交

付団体となっている。その他の市町村では、長岡市で0.760 （平成12年度）

程度であるほかは財政構造が脆弱である。

また、経常収支比率は70～80%が標準的な水準であるのに対し、刈羽村（平

成12年度）では42.2%であり、財政構造の弾力性が高くなっている。逆に、

柿崎町では85.8%、吉川町では90.7% （いずれも平成12年度）であり、財政

構造が硬直化してきている。

表11-15 財政状況の推移

I 1)歳出1n額 （単 立．百万円）
平成7 平成8 平成9 平成10 平成11 平成12

長岡市 69,386 70,578 65, 160 69,001 74,297 63,697 
柏崎市 43,276 38,376 38,435 41,559 41,517 37,071 
越路町 5,733 5,560 5, 762 6,241 5, 763 5, 118 
出雲崎町 3,945 4, 374 3, 789 4, 619 4,425 3,385 
高柳町 3,214 3, 492 3,499 3,068 3,321 2,922 
小田町 4,991 5, 221 5,019 5,392 5,390 5, 411 
刈羽村 4,827 4, 642 7,579 10, 878 6,246 5,460 
西山町 5,295 6,077 3,925 4,601 5,437 3,950 
大島村 3,544 3, 135 2, 911 2,920 2,618 2,466 

l柿吉崎川町町 6, 118 6, 067 7, 955 6, 195 5,403 4,913 
4 882 5.057 4 509 4 652 4 338 3 457 

“ FτJ .l"Jl./..J』R

平成7 平成8 平成9 平成10 平成1I 平成12
長岡市 0.822 0.823 0.822 0.815 0. 786 0. 760 
柏崎市 !. 179 !. 247 I. 229 I. 156 !. 087 I. 025 
越路町 0.468 0.463 。.458 0. 459 0.463 o. 466 
出雲崎町 0.236 0. 237 0.235 0.232 0.225 0. 223 
高柳町 0.098 0. 102 0. 104 0. 105 0. 101 0.098 
小国町 0. 209 0.217 0.215 0.214 0.213 0.210 
刈羽村 I. 479 I. 407 I. 637 I. 920 2.205 2. 137 
西山町 0.287 0.302 0.305 0.304 0.302 0.297 
大島村 0. 116 0. 116 0. 119 0. 123 0.122 0. 120 

l柿吉崎川町町 0.389 0. 399 0.399 0.399 0.385 0.371 
0.163 0. 159 0. 167 0. 176 0. 182 o. 177 
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表II-16 市町村別施設整備水準

市町 ，改良率 （%） 

（%） 

水道普及率 （%） 

汚水処理施設整備率 （%） 

施設数（人口
施設）

病院・ 10万人当たり）

診療所 病床数
（床）、w。 （人口千人当たり）

保育所普及率 （%） 

小学校の校舎面積
( rrf) 

（児童1人当たり）

中学校の校舎面積
( rrr) m 

（生徒1人当たり）

公民館数（人口千人当たり） （館）

公立図書館・公民館図書室
（冊）

貸出冊数（人口 1人当たり）

公園面積 （ぱ）





保方策を検討していく必要がある。

（情報・通信網）

立地地域では、「干二ューメディアコミュニティ構想」や「テレトピア構想J

の地域指定を受けるとともに、柏崎ソフトパークの整備等により、情報化を

推進してきた。

今後は、情報通信技術の一層の発展が見込まれ、保健・福祉・医療など社

会経済の様々な面で、高度情報化社会における情報通信の基盤づくりが必要

となっている。

また、住民の行政サービス向上への要請も多様化することが予想されるこ

とから、住民サーピス向上のための行政手続き等の電子化を図るとともに、

地域による情報格差の是正や住民の情報リテラシー向上などに努めること

により、立地地域の情報化を推進することが重要である。

②農林水産業、商工業その他の産業の振興

（農業）

米の関税化を始めとする国際化の進展に伴い、国内外の産地問競争が激化

するなど農業を取り巻く環境がますます厳しさを増す中、立地地域の農業構

造は、農家数や農業就業者、経営耕地面積が年々減少の一途をたどり、農業

従事者の高齢化が進み活力の低下が懸念されている。

特に、立地地域の農業は稲作を基幹としており、米の関税化や食糧法の施

行等による市場原理の導入により、非常に厳しい環境のもとにある。

また、食料の安定供給の確保、食料自給率の向上という国家的目標を踏ま

えながら、地域間競争の激化や消費者ニーズの変化に対応するためには、付

加価値の高い農産物の生産・供給や地産地消の推進が重要な課題となってい

る。このため、有機農産物に代表される環境保全型農業の積極的な推進や大

豆・麦等の本作化の推進、地域の特性を活かした園芸・畜産等の振興を図る

必要がある。

一方、農村では、少子・高齢社会の到来に伴う人口の減少等から、集落に

よっては地域コミュニティの維持が困難になっている。このため、農村の有

する豊かな自然環境との調和に配慮、しながら、活力ある農村地域の形成、個

性的で魅力ある農村環境施設の整備を推進する必要がある。
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副業として行われてきたが、現在ではその数も減少しており、販路開拓が課

題となっている。また、柿崎川と鯖石川にはアユ、イワナ等が生息し、圏内

外の釣り客も年々場加しており、今後は、河川環境を整備して、遊漁と連携

した水産業への取り組みも推進していく必要がある。

（地域産業）

立地地域においては、地域生活に育まれてきた清酒、菓子、味噌醤油、仏

壇等の生活関連型産業が固有の伝統技術を伝承し、地域経済の発展に一定の

役割を果たし、ものづくりを重視する歴史的伝統を背景として、特色のある

産地を形成してきた。

しかしながら、これらの伝統を守っている業種にあっても、生活様式の変

化、消費者ニーズの多様化により、新製品の開発や製品の高付加価値化、生

産性の向上のほか、高度技能者や技術者の育成、確保への対応が求められて

いる。

（企業誘致）

若者の地元定着や地域経済の活性化などを図るため、地域産業の高度化と

更なる産業集積に寄与する企業の誘致に向けて効果的な活動を展開すると

ともに、誘致企業の受け皿として工業団地の整備を進める必要がある。

このため、立地地域においては、新たな産業団地の整備、長岡オフィスア

ノレカディアへの研究所や情報通信関連等のオフィスの立地等の促進、柏崎ソ

フトパークへの企業誘致の促進などを図っていく必要がある。

（起業）

立地地域には、原子力発電所の立地により、エネルギー関連技術や人材の

集積があるほか、 （財）信濃川テクノポリス開発機構をはじめ、各種公的試

験研究機関が設置されている。また、新潟工科大学、新潟産業大学、長岡技

術科学大学及び長岡造形大学などの高等教育機関も設置されている。

さらに、電気・機械等の組立型産業を中心とする幅広い業種が立地してい

るとともに、清酒、菓子、味噌醤油、仏壇等の生活関連型産業が固有の伝統

技術を伝承し、製品を提供するなど、ものづくりを重視する歴史的伝統を背

景として、特色のある産地を形成している。

一方、経済社会の急激な構造変化やインターネット等の情報技術革新に伴

い、新たな経済活力の担い手となる創業者やベンチャー企業の育成が強く求

められていることから、これまでに蓄積してきた技術、ノウハウ、地域資源
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品名、

そのため、下水道の早急な整備が必要であり、農山漁村部においては農業集

落排水施設、漁業集落排水施設などの整備が必要である。

なお、公共下水道等の事業区域外の区域については、合併処理浄化槽の普

及促進を推進する必要がある。

（廃棄物処理）

生活及び産業の高度化・多様化により、一般廃棄物、産業廃棄物ともに排

出量の増加や廃棄物の多種類化が生じている。一方では、環境に対する住民

意識の向上に伴い、ダイオキシン類の排出抑制等の社会環境が醸成されてい

る。

そのため、計画的な処分場の確保、廃棄物処分場の適正な管理等を行うと

ともに、不法投棄等に対する監視等、廃棄物の適正処理が重要な課題である。

また、排出抑制やリサイクノレの推進も図りながら、そのために住民への啓

発活動を行うことも重要である。

④高齢者の福祉その他の福祉の増進

（高齢者の保健・福祉）

高齢化の進行に伴い、寝たきりや痴呆などの介護を要する高齢者の増加の

リスクが高まっており、要介護状態にならないための対策が急がれるととも

に、その家族が住み慣れた地域で、地域の人々とともに健康でいきいきとし

た生活を送ることができる長寿社会への転換が求められている。

また、少子化や家族形態の変化による介護の担い手の不足等から、高齢者

を地域で支え合う介護体制の確立が求められている。

（児童福祉）

核家族化や都市化の進行により、地域の人間関係、が希薄になるなど、児童

や家庭を取り巻く環境の変化が、児童の健全育成に悪い影響を及ぼすのでは

ないかと懸念されている。また、ひとり親家庭の増加など、家庭や近隣社会

における児童の養育機能の低下等に伴い、養育支援を必要とする児童が増加

している。

このため、子どもと家庭生活全般の問題についての相談・支援体制の充実

を図るとともに、ひとり親家庭の自立支援等に努める必要がある。
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ないという問題を抱えている地域もあり、施設の整備充実と併せて、部編成

や部員配置の見直しを検討する必要がある。

（治山・治水）

立地地域においては、洪水による災害の発生を防止するため、日本一の大

河である信濃川をはじめ、鵜川や鯖石川等、地域内を流れる河川の築堤、護

岸、掘削等の治水対策を推進していく必要がある。

一方、土砂災害危険箇所と雪崩危険箇所が数多く存在していることから、

地域住民の安全を図るため、より一層の防災対策と県土保全に努める必要が

ある。また、農地の荒廃化も地すべりを誘発する大きな原因のーっとなって

いることから、農地荒廃化の抑止も課題である。

また、地形や気象などの自然条件に加え、急速な河川流域の開発、市街地

の拡大や宅地化等により、雨水の流出形態に変化が生じ、内水氾濫が頻発す

るなど都市型災害も多発していることから、早期の河川改修と市街地の浸水

対策が求められている。

（原子力地域防災）

本県の原子力行政は、第 1に県民の安全確保、第2に地域の安全確保、第

3に立地地域の振興、第4に原子力発電所等に関する情報公開の4つを基本

として施策の展開を図っている。

原子力の地域防災対策としては、平成 14年4月に原子力災害対策特別措

置法に定める緊急事態応急対策拠点施設（新潟県柏崎刈羽原子力防災センタ

ー）が完成し供用を開始したところであり、今後この焔設を活用した原子力

防災への積極的対応を図って行く必要がある。更に、立地地域における原子

力防災対策の一層の強化を図るため、緊急避難道路、避難施設等の整備が喫

緊の課題となっている。

⑥教育及び科学技術の振興

（公立小中学校教育施設）

校舎等の改築や改修を計画的に進め、安全性の向上を図るとともに、多目

的スペースの設置や木材の積極的利用、バリアフリー化など、機能的でゆと

りある教育環境の整備を推進する必要である。

また、情報教育を推進するため、コンビュータ整備とインターネットへの
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2. 立地地域の振興の基本的方針

( 1 ）当該立地地域の地域振興の基本方針

立地地域の各市町村における総合計画において、地域振興方針は以下のとおり

示されている。

①柏崎市

総合計画の名称 柏崎市第三次長期発展計画

計画期間 平成 7～16年度

将来像・テーマ等人が真ん中 新柏崎みらい計画

施策の方向 1.学ぶ喜びを持った心豊かな市民をめざして

②刈羽村

総合計画の名称

計画期間

将来像・テーマ等

施策の方向

③長岡市

総合計画の名称

計画期間

2. 共に健やかに生きる社会をめざして
3 集いの輪・ふれあいマインドの醸成をめざして
4.活力あふれる産業活動をめざして
5.快適でうるおいのある生活空間をめざして

刈羽村総合整備計画

平成3～22年度

21世紀に飛躍する 活力ある定住環境のまち
アメニティパークタウン：：カリワ

1 基礎的条件の整った発展性のあるまちづくり（地域基盤の整備）
2. 安全で暮らしやすいまちづくり（生活環境の整備）
3 ふれあいと健康のまちづくり（健康・福祉の充実）

4.豊かな心を育む教育・文化のまちづくり（教育・文化の振興）
5.活力に満ちた産業のまちづくり（産業の振興）
6.住民とともに創造するまちづくり

第二次新長岡発展計画

平成8～17年度
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⑦小国町

総合計爾の名称

計画期間

将来像・テーマ等

施策の方向

③西山町

総合計画の名称

計画期間

将来像・テーマ等

施策の方向

⑨大島村

総合計画の名称

計画期間

将来像・テーマ等

施策の方向

2.豊かな生活を保障する産業の振興
3.快適な環境づくり
4.健康で明るい町民生活
5. 心豊かで創造性に富む人間の育成

小国町総合計画第4次基本構想

平成 8～17年度

人は元気 自然が薫る 小国町を目指して

1.全ての人が健やかに暮らせる地域づくり
2.豊かな心と未来を担う人づくり
3.活力に満ちた新しい産業づくり
4.美しく住みやすい快適な環境づくり
5.若者に魅力あるふるさとづくり

西山町第三次総合計画

平成 5～14年度

心と自然が創り出す、誇りとゆとりあるまち 西山町

1.快適な生活を謡歌できる地域づくり
2. 地域の元気を育む産業づくり
3. くらしを支える安全づくり

4. 共生する喜びが満つるまちづくり
5.誇りある学びとスポーツのまちづくり

大島村新総合計画

平成 8～17年度

美しい日本のふるさと 一大島村ー

1 .美しい日本のふるさとー大島村の創造
2.産業の振興で活力ある村をつくる
3.温かな思いやりにあふれた村をつくる

4.文化の蕪りがする活力ある村をつくる
5. 住民と行政が協働で村をつくる
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( 2）各市町村の総合計画における共通目標

立地地域11市町村の総合計画では、それぞれの特性や課題に応じた将来像やテ

ーマを掲げているが、施策の方向については共通している部分も多い。

共通した部分としては、 「産業振興」、 「生活環境J、 「福祉」、 「教育」、

「交流Jといったキーワードが挙げられることから、これらを各市町村の総合計

画における共通目標として、立地地域として連携した取組みが必要である。

( 3）立地地域の目指すべき振興方向

立地地域は、県内第4位の人口を擁する柏崎市や県内第2位の長岡市など、 11

市町村により構成されている。これまで、世界最大の原子力発電所立地地域とし

て、電源三法交付金等の活用により、産業振興や社会資本の整備において一定の

成果をあげてきている。

しかしながら、立地地域においては、基幹的産業である金属・機械産業などの

低迷や輸入自由化等による農産物価格の下落、少子高齢化に伴う活力の減退など

地域全体にかかる難聞が山積している。

このような状況の中で、立地地域が今後も自立的・長期的発展を図っていくた

めには、地域の基幹的産業である金属・機械産業などの技術集積を核として、特

色ある高等教育機関や研究・支援機関と連携した産業の振興を図る必要がある。

また、柏崎市や長岡市の都市機能の集積を推進し、利便性が高く快適な居住環

境の形成に努めるほか、それぞれの地域の自然や景観、伝統文化などの地域資源

の活用や掘り起こしを進め、都市と農村との交流や連携を推進していくための環

境の整備を促進することなどにより、立地地域の振興を一体となって進めていく

必要がある。
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③ 

図ることとする。

都市と農山漁村の交流促進基盤の形成

立地地域には少子高齢化や人口減少に悩む市町村も多く、地域の活性化の

ためには、交流人口の拡大が必要であることから、ゆとりある余暇の過ごし

方を求める都市生活者に対して、グリーンツーリズム等により自然豊かな環

境を提供し、都市との交流を図りながら地域の振興を図ることが必要で、ある。

このため、農業者等をはじめ地域住民と連携しながら、豊かな農山漁村の

自然や景観の保全及び伝統文化や歴史的資源、の保護を図るとともに、農業体

験施設や長期滞在のための宿泊施設などの受け入れ態勢の整備を推進する。

また、恵まれた高速交通体系を活かし、首都圏や地域内外との交流を推進

するため、高速道路などと有機的に結びついた道路網の構築を図る。
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I I I. 基幹的な道路、鉄道、港湾等の交通施設及び通信施設の整備

1 .交通施設及び通信施設の整備の方針

高速交通体系と有機的に結びついた道路網の構築を図るため、地域高規格道路

の「長岡東西道路」等の整備により高速交通体系へのアクセスを強化し、立地地

域の産業振興、住民生活の利便性向上、地域内外の交流の促進を図る。

また、地域内交通網については、 「新潟県新道路整備ビジョンJ （平成10年度

策定）に基づいて「住みよい地域を支える道づくり j 、 「スムーズな交通を確保

する道づくり J九 「地域の豊かな自然や文化とふれあう道づくり Jなどの道づく

りのイメージを基本に、国道、県道及び市町村道などの基幹的な道路の整備を推

進する。

鉄道については、 JR信越本線（長岡一柏崎一上越間）の設備改良や新幹線との

アクセス改善等による高速化について地域において検討を進める。

交通確保対策については、鉄道やパスが住民の生活に必要不可欠な公共交通機

関であるため、地域の実情や住民のニーズに応じ、関係機関等との連携を図りな

がら、鉄道ネットワークの整備充実、路線パスの運行維持やサービス向上等を図

る。また、併せて冬期間における交通の確保を図る。さらに、交通安全対策につ

いては、歩道等を整備し、交通事故が発生しにくい環境づくりを図る。

港湾については、国際貿易港としての柏崎港を積極的に活用するとともに、海

洋レクリエーションの場としての機能を拡充する。

電気通信施設の整備については、高度情報化社会に対応した光ファイバー網の

整備を図るほか、移動体通信システムを整備し、情報格差の是正を図る。また、

住民の情報リテラシ一向上や行政手続き等の電子化を図り、立地地域の情報化を

推進する。

2. 基幹的な道路の整備

（地域高規格道路）

長岡東西道路は、北陸自動車道及び国道 8号を補完し、立地地域の長岡都市圏

と柏崎地域の連携強化を図る上で重要な広域交通軸であり、広域的な連携強化、

交流促進のため整備を促進する。
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5. 交通安全対策

安全で吋快適な道路の確保に努めるとともに、自転車及び歩行者の安全確保のた

め、自転車歩行者道の整備を進める。また、狭険道路の拡幅、除雪特における堆

雪帯の確保、歩道と車道横断部の段差解消、広幅員の歩道の整備等を行い、障害

を持つ人や高齢者にも配慮した歩行者空間が確保されたゆとりある道路の整備を

推進する。

また、事故のない安全なまちづくりを進めるため、交通事故が発生しにくい安

全な交通環境づくりに努める。

さらに、見通しが悪い区間においては、視距の改良を行う。

6. 港湾の整備

大規模地震等の災害発生時の住民の避難や緊急物資の輸送等に対応するととも

に、港内静穏度の向上を図り、沿岸漂砂による港内埋没を防止するため、柏崎港

の改修を行う。

また、国際貿易港としての柏崎港を積極的に活用するため、官民一体となった

柏崎港利用促進のためのポートセールスを展開する。

さらに、快適な港湾環境の創出、機能的な港湾活動の促進、利便性の向上など

を図るための環境整備事業を行うとともに、柏崎マリーナを海洋性レク Pエーシ

ョンや交流の場として活用する。また、みなとまち海浜公園一帯が、若者をはじ

め市民の惑いの場となるよう活用を図る。

7. 電気通信施設の整備

地域文化の充実と地域からの情報発信機能を強化するため、 CATVの整備や、情

報通信格差を是正するための移動通信用の鉄塔施設の整備を推進する。

また、下水道管きょや民間事業者が保有する既存回線などを活用した光ファイ

パー網の敷設により、各家庭や事業所を結んだ高速かつ大容量の情報ネットワー

クの整備の推進を図る。

さらに、公共情報端末を公民館などに設置し、公共施設を相互に結んだ地域ネ

ットワークの構築を推進する。
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IV.農林水産業、商工業その他の産業の振興

1 .産業振興の方針

農林水産業については、 『にいがた農林水産ビジョン』に基づき、 「魅力と競

争力のある農林水産業の実現」、 「いきいきとした農山漁村の実現」および「豊

かな食生活とうるおいの提供Jを柱とした振興を図るものとする。

そのうち農業については、担い手を育成するとともに、新たな仕組み（地域農

業システム）づくりや消費者ニーズに即した生産の拡大、環境と調和した農業の

推進に努め、さらに、県産品の需要拡大や地域内流通の促進、食品産業との連携

強化を通じた流通販売カの強化を図ることにより、「産地問競争に打ち勝つ農業J

を目指す。

また、林業については、健全な森林の育成、県産材の安定供給体制の整備、県

産材の利用促進および意欲ある担い手の育成による「森林資源の利用促進Jを図

る。

水産業については、っくり・育て・管理する漁業の推進、水産物安定供給体制

の整備と収益性の高い漁業経営の確立、内水面の資源増大と養殖業の活性化、担

い手の育成・確保および役割に応じた効率的な漁港の整備による「水産資源の増

大と適切な利用Jを図る。

これらを基本に、立地地域の農林水産業の持続的発展を図る。

商工業については、企業と学術研究機関の連携を進めることにより、県内製造

業のリーディング役として技術の高度化と高付加価値化を促進するとともに、中

心市街地の空洞化への対応をはじめ、町村部における商業振興に努め、経済活力

を高める。また、農林水産業と地域資源を観光に活かすことにより、交流機能を

高め活力ある地域づくりを進める。さらに、地域産業の振興、企業立地、起業の

促進を進める。

2. 農林水産業の振興

（農業）

地域として最大限の農業所得の確保と地域農業の持続的発展を目指す地域農業

システムづくりの推進を図るとともに、優れた人材の確保と力強い経営体の育成、
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性を研究していく。また、鯖石Jll等には釣り場などの整備を行い、遊漁と連携し

た水産業を推進する。

3. 農道、林道の整備

（農道）

農道は、農作業の機械化・効率化による生産の効率化を推進し、農産物や農業

資材の迅速な流通を支えるために重要な施設であり、農村環境の整備にも資する。

そのため、広域農道については、大型輸送車両の導入、支線農道と連携した農

作業・輸送時間の短縮、集出荷施設などの流通施設問の連携を図り、効率的な大

規模産地の形成に資するよう、計画的な整備を行う。また、農業生産の近代化、

農産物等の流通の合理化を図るため、農免農道の整備を行う。

（林道）

林道は、効率的な林業経営や森林の適切な維持管理を行うために必要不可欠な

施設であり、森林の総合利用の推進、山村の生活環境の整備、林業の振興等にと

っても重要な役割を果たしている。

そのため、林道の整備にあたっては、道路との連携による有機的なネットワー

ク形成を図りながら、間伐や伐採等森林施業の機械化に適切に対応できるよう整

備を行う 0 ・

なお、林道事業の実施にあたっては、自然環境にも配慮しつつ、森林の有する

公益的機能が高度に発揮されるよう、工法や路線配置等に配慮するものとする。

4. 地域産業の振興

地域産業の振興については、大学や研究協力機関と、企業の経営者、特に若手

経営者との交流や連携を強化し、新技術の創出などによる地域産業の高度化をさ

らに促進させる。

また、マーケティング機能の強化等により製品開発力および市場開拓カの向上

を図り、国際化に向けて新たな市場の開拓を図るとともに、展示会・見本市の出

展支援、販路の拡大を促進する。さらに、中小企業および地場産品育成のため、

企業情報の発信や受発注情報の提供等を進めるとともに、商談会の開催など中小

企業の取引機会の場を提供する。
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7. 商業の振興

都市部においては、都市活力の重要な基盤である中心市街地の活性化を図るこ

とが重要な課題であることから、柏崎市および長岡市の中心市街地活性化基本計

画に基づき、商業振興等のソフト面と市街地整備等のハード面の両面から中心市

街地の活性化を進めるとともに、こうした活性化のマネージメント機能をより効

果的に果たすことのできる新たなTMO等の推進組織・体制のあり方や可能性を検討

する。また、商店街の空洞化を防ぐため、空き店舗対策や中心部にふさわじい業

種・業態の導入を推進する。

町村部においては、商業経営者の高齢化も進み、消費購買力が低下する中で、

既存の地元購買力の定着を図りつつ、新しく外部に購買力を求めるとともに、地

元消費者に応えられる商店経営と商店づくりを目指す必要がある。

そのため、商店街の整備や商業者共同活動事業の推進、地場産品の開発、組織

リーダーの育成などに努める。また、多様化する消費者ニーズに的確に対応する

ため、商工会等との連携を一層強化し、経営体質の強化への支援を行う。
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努める。

また、不法投棄や不適正処理をなくすため、地域ぐるみでの啓発・監視対策を

行うとともに、地域における清掃活動等の支援を行う。

4. その他生活環境の整備

都市部においては、環境への配慮、や効率的な公共投資を推進し、にぎわいある

中心部を構築するため、市街地再開発を進め、適正な宅地開発を誘導する。

一方、町村部においては、住宅ニーズに対応した住宅団地の造成・分譲や若者

向けの勤労者住宅等を整備するほか、老朽化した公営住宅の建て替えを促進し、

居住水準の向上を図る。また、民間の開発を誘導し、魅力ある住宅・宅地の供給

を図るとともに、空き家の活用も行う。

また、市民の環境学習や交流の場となる（仮称）環境共生公園を整備する。
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を行うため、多機能な活動ができるように保育所の施設・設備の整備を推進する。

さらに、福祉事務所、教育委員会、児童委員、学校、児童福祉施設等が相互に役

割分担し、児童相談所等との円滑な連携を図る。

また、障害者の社会参加を促進するため、ガイドペノレーパーの派遣など移動支援

やコミュニケーション支援の充実、スポーツ・文化活動の振興を図るとともに、

地域生活を支援するため、在宅福祉サービスの充実や日中活動の場の確保、施設

福祉サービスの充実等を図る。 叩

さらに、障害の重度化、重複化や介護者の高齢化に対応するため、身体障害者

療護施設、知的障害者更生縮設及び精神障害者社会復帰施設等の整備を検討する。
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3. 消防救急施設

消防力充実のため、消防ポンプ車を計画的に更新・整備する。また、多様化す

る災害に対応するため、特殊車両の整備など機械力を強化するとともに、消火栓

の増設、防火水槽の重点的整備を進め、消防水利の確保および整備を図る。さら

に、消防団の小型動力ポンプ付き軽積載車を引き続き計画的に整備し、機動力を

推進するとともに、消防団施設、装備品の整備、並びに消防団員の確保が困難な

地域や日中に団員が不足する地域には、集落防災体制の組織化を図る。

また、救命率の向上を図るため、引き続き救急救命士の養成、救急隊員の資質

向よおよび高規格救急車、救急資機材の整備を図るとともに、市民への応急手当

の普及・啓発を積極的に促進する。

4. 治山・治水対策等

台風、集中豪雨等による災害防止のため、治山対策として、山地災害防止、水

源かん養機能の向上、森林による生活環境の保全、形成等を図るため、山地治山、

水土保全治山、水源地域整備、防災林造成、保安林整備等の治山対策を推進する。

また、治水対策として信濃川をはじめ、鵜川、鯖石川等の河川改修事業の促進

や鵜川治水ダムの事業促進を図る。

なお、事業の推進にあたっては、生態系の保持、景観の向上に努める。

さらに、台風や豪雨などによる土砂災害及び雪崩災害から生命と財産を守るた

め、砂防事業と雪崩対策事業等を推進する。

5. 原子力地域防災の増強に資する諸措置の整備

( 1 ）原子力地域防災増強の基本方針

原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力緊急事態から県民の生命、身体お

よび財産に生ずる被害の防災対策に関し、県、市町村、指定地方行政機関等の防

災機関は、その有する全機能を発揮して必要な体制を確立するとともに、県では、

防災に関してとるべき措置を定め、総合的かっ計画的な原子力防災事務または業

務の遂行により、住民の安全を図ることを目的として「新潟県地域防災計画・原

子力災害対策編Jを策定している。
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②各種施設整備についで

ア道路

道路の整備にあたっては、新潟県地域防災計画（資料編）に記載された道

路またはその道路と連絡する原子力災害に備えて整備を必要とする道路、そ

の他の立地地域内の道路であって、国土交通省告示第1203号の基準に基づき

原子力災害が発生した場合において立地地域の円滑な避難または緊急輸送

体制の確立に資する基幹的な道路の新設または改築とする。

イ港湾

港湾の整備にあたっては、新潟県地域防災計画（資料編）に記載された乗

船施設のある港湾であって、国土交通省告示第1203号の基準lこ基づく施設に

ついては、原子力災害が発生した場合において緊急輸送体制の確立に資する

外郭施設の建設、係留施設の改良工事とする。

ウ消防用施設

消防用施設の整備にあたっては、立地地域内の施設であって、総務省告示

第673号の基準に基づき、原子力災害の発生または拡大の防止に資する消防

施設、防災行政無線設備、その他消防の用に供する施設および設備の整備と

する。

ヱ義務教育施設

義務教育施設の整備にあたっては、新潟県地域防災計図（資料編）におい

て避難施設として記載された施設または立地地域内の施設であって、平成13

年9月3日付13文科発第579号の文部科学大臣決定の基準に基づき、原子力災

害が発生した場合において、立地地域の円滑な避難の確保に資する立地地域

における義務教育施設の新築、増築または改築ならびに木造以外の校舎の補

強とする。
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4. 科学技術の振興の方針

科学技術は、産業や生活を支える基盤であり、産業の振興や県民生活の質的向

上を図っていく上で大きな原動力となるとともに、科学技術を通じた新たな文化

の創造や国際社会への貢献を可能とするものである。

このため、県が策定した「新潟県科学技術大綱Jを基本として、県内の科学技

術の高度化に向け、次世代の科学技術を担う人材の育成や創造的な研究開発を推

進する基盤づくりを行う。また、 （財）信濃川テクノポリス開発機構のほか、農

業総合研究所、内水面水産試験場、工業技術総合研究所中越技術支援センターと

いった試験研究機関、さらには新潟工科大学、長岡技術科学大学、長岡工業高等

専門学校といった高等教育機関等との産学官の連携による研究開発の強化やネッ

トワークの形成などを推進する。
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I .交通施設および通信施設の整備

番号 事業名

1 基幹的な道路の整備

II¥ 1 一般国道8号
道路改築事業

11.2 一般国道253号
道路改築事業

11¥3 一般国道351号
道路改築事業

11.4 一般国道352号
道路改築事業

民5 一般国道352号
道路改築事業

11¥6 一般国道352号
道路改築事業

11.7 一般国道352号
道路改築事業

11.8 一般国道353号
道路改築事業

同 一般国道353号
道路改築事業

A10 一般国道353号

道路改築事業

II¥ 11 一般国道404号

道路改築事業

事業概要 特例措置

の適用

L=11.0km.4車線（暫定2車線）

L=2.0km.2車線

L=3.6km.4車線 。
L=0.5km.2車線

L＝約2.0km,2車線

L=1.6km,2車線

L＝約O.Skm,2車線

L＝約 1.5km,2車線

r約1.2km,2車線

L＝約2.5km,2車線

L=3.3km.4車線（暫定2車線）

期間内事業期間
事業実施箇所 事業主体

｛予定） 事業費 所管省庁
｛単位：百万円）

柏崎市長崎～鯨波 国 S62～ 未定 国土父通省

東頚城郡大島村 潟県 H2- 2.00 国土交通省

者島～違

長岡市表町～古E新潟県 S62～ 未定 国土交通省

寺町

長岡市学校町～目l新潟県 H7～ 1,00( 国土父通省

国

ェ島郡出雲崎町主 新潟県 未定 未定 国土交通省

井町～米国

柏崎市安政町～松 新潟県 H10～ 未定 国土父通省

波4丁目

刈羽郡西山町大崎 新潟県 未定 未定 国土交通省

柏崎市女谷 新潟県 未定 未定 国土交通省

柏崎市関町～城耳 新潟県 未定 未定 国土交通省

2T目

刈羽郡高柳町右黒 斬潟県 未定 未定 国土交通省

長岡市要町～西漸新潟県 H10～ 未定 国土交通省

町
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A12 一般国道404号 L＝約0.9km,2車線 ＝島郡越路町雇頭薪潟県 未定 未定 国土交通省

道路改築事業 山

A13 一般国道404号 L=1.1km,2車線 刈羽郡小国町千幸、新潟県 H10～ 1,00 国土交通省

道路改築事業 沢～三島郡越路目

塚野山

A14 主要地方道柏崎高浜堀之内線 L=1.1km,2車線 刈羽郡西山町坂田断潟県 H14～ 4,25 国土交通省

道路改築事業 。～長岡市大積三圏

谷町

A15 主要地方道柿崎牧線 L＝約 1.0km,2車線 中頚城郡吉川町長 断潟県 来定 未定 国土交通省

道路改築事業 坂

A16 主要地方道鯨波宮川線 L=2.0km,2車線 柏崎市曽地～矢田 新潟県 HS～H19 60 国土交通省

道路改築事業

IA11 一般県道犀潟柿崎線 L=0.3km,2車線 中頚城郡柿崎町布 新潟県 H12～H16 82 国土交通省

道路改築事業 崎

A18 一般県道野田西本線 L=0.5km,2車線 柏崎市扇町 新潟県 H12～H17 72 国土交通省

道路改築事業

_, IA19 町道南慶寺線 L=1.7km,2車線 西山町妙法寺 新潟県 H10～ 来定 国土父通省
0 道路改築事業（県代行）

A20 村道上達細野線 L＝約 1.4km,2車線 大島村上達 新潟県 未定 未定 国土父通省

道路改築事業（県代行）

A21 市道788号線 L=2.3km,2車線 長岡市黒津町 長岡市 H13～H17 68 国土交通省

道路改築事業

除22市道東幹線28号線 L＝約 1.5km.2車線 長岡市蓬平町 長岡市 未定 未定 国土交通省

道路改築事業

A23 市道東幹線79号線 L=0.4km,2車線 長岡市摂田屋町 長岡市 H14～H16 36• 国土父通省

道路改築事業

IA24 市道柏崎9-7号線（1工区） L=1.2km,2車線 柏崎市下軽井川～柏崎市 H7～H18 770 国土交通省

道路改築事業 上田尻

A25 市道柏崎9-7号線（2エ区） L＝約0.7km,2車線 柏崎市上田尻 柏崎市 未定 未定 国土交通省

道路改築事業 ※ 

A26 市道柏崎7-145号線、7-222号線 L＝約0.8km,2車線 相崎市城東－T目柏崎市 未定 未定 国土父通省

道路改築事業 ～枇杷島
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1A21 

A28 

IA29 

A30 

A31 

A32 

A33 

IA34 

A35 

民36

A37 

凶38

A39 

臥40

A41 

市道柏崎サテライト2号線

道路改築事業

市道柏崎59号線

道路改築事業

市道柏崎 17-3号線

道路改築事業

市道栄国松波町線

直路改築事業

町道753号線

道路改築事業

>'2・31台町川崎線

3・4・52四郎丸町永田線

（仮称）長岡駅東土地区画整理事業

3・4・4小千谷柿崎線

街路事業（1種改築）

3・4・40宮原町高畑線

街路事業（1種改築）

3・4・25諏訪町東本町線

街路事業（2種改築）

13・3・3長生橋栖吉線

街路事業（2種改築）

3・2・31台町川崎線

街路事業（1種改築）

3・5・16新橋海岸線

まちづ〈り総合支援事業

3・5・18日吉町北園町線

まちづくり総合支援事業

3・4・4北半田中浜線

まちづくり総合支援事業

3・5・18日吉町北園町線

街路事業（2種改築）

L＝約 1.Bkm,2車線

L＝約 1.0km,2車線
※ 

L＝約0.6km2車線

L＝約 1.0km.2車線
※ 

L＝約 1.2km.2車線

L＝約0.6km.W=32m 。
L＝約0.7km,W=16m

A＝約24ha)

L=0.6km,Wヒ16m 。
L=0.7km,W=14～17m 。
L=0.3km,W=19m 

L=0.9km,W=16～22m 。
L＝約0.6km.W=32m

※ 

L=0.3km,W=12m 。
L=0.5km,W=12m 。
L=0.3km,W=l 6m 。
」＝約0.4km,W=12m

柏崎市上軽井川～柏崎市 未定 未定 国土父通省

藤橋

柏崎市大久保ー J柏崎市 未定 未定 国土交通省

目～赤坂町

柏崎市上加納～書 柏崎市 未定 未定 国土交通省

根

柏崎市栄田～松ill柏崎市 未定 未定 国土交通省

4丁目

越路町塚野山～岡越路町 未定 未定 国土父通省

谷

長岡市四郎丸町

翠岡砲〈仮組駅区称合東画〉長主型

H16～H25 3,901 国土交通省

柿崎町柿崎 新潟県 H11～H19 1,72: 国土交通省

長岡市干歳 1丁目新潟県 H7～H17 2,131 国土交通省

～豊田町

柏崎市東本町11新潟県 HB～H15 7国土交通省

目

長岡市悠久町～相 長岡市 H15～H20 1,381 国土交通省

吉町

長岡市四郎丸町 長岡市 H18～H26 3,00( 国土交通省

柏崎市西本町～E柏崎市 H7～H16 791 国土交通省

港町

柏崎市日吉町～1柏崎市 H12～H16 57• 国土交通省

園町

柏崎市扇町～中耳 柏崎市 叶5～H16 14 国土交通省

2T目

柏崎市北園町 柏崎市 未定 未定 国土交通省
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え.42市道柏崎 1-11号線 L=0.3km,2車線 。柏崎市東本町 柏崎市 HS～H16 35! 国土交通省

まちづくり総合支援事業

2 交通確保対策

民.43主要地方道新井柿崎線 防雪桶 L=1.2km 柿崎町大字馬正面新潟県 H13～H15 13! 国土交通省

防雪対策事業

3 交通安全対策

え.44一般国道252号 ー＝約 1.3km，自歩道（片側） 柏崎市上田尻 新潟県 未定 未定 国土交通省

交通安全施設等整備事業

1¥45 一般国道353号 L＝約2.2km，歩道（片側） 柏崎市宮の窪 新潟県 未定 未定 国土交通省

交通安全施設等整備事業

1¥46 主要地方道鯨波宮川線 L=1.9km.自歩道（片側） 柏崎市平井 新潟県 ~11 ～H17 501 国土交通省

交通安全施設等整備事業

1¥47 主要地方道柏崎高浜堀之内線 」＝約0.8km，自歩道（片側） 陸路町朝日～長岡新潟県 未定 未定 ヨ土交通省

交通安全施設等整備事業 市親沢町

~48 主要地方道長岡見附ニ条線 L=2.2km，自歩道（片側） 長岡市加津保町 新潟県 H13～H17 31C 国土交通省
__, 
p。 交通安全施設等整備事業

1¥49 市道東幹線44号線 L＝約0.7km，歩道（片側） 長岡市川崎町 長岡市 未定 J未定 国土交通省

交通安全施設等整備事業

~50 市道西幹線22号線 日約0.3km，歩道（片側） 長岡市ェツ郷屋町 長岡市 未定 未定 国土交通省

交通安全施設等整備事業

民51 市道柏崎7-9号線 L＝約0.5km，自歩道（片側） 相崎市北半田一I柏崎市 未定 未定 国土父通省

交通安全施設等整備事業 自

1¥52 市道柏崎2-103号線 』ー約 1.6km，自歩道（片側n 柏崎市北閤町 柏崎市 未定 未定 国土交通省

交通安全施設等整備事業

~53 市道柏崎9-67号線 L＝約0.7km，自歩道（片側） 柏崎市上田尻 柏崎市 未定 未定 国土交通省

交通安全施設等整備事業
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4.港湾の整備

11.54 柏崎港改修（地方）事業 岸壁（ー7.5m）（改良、耐震）L=130m

防波堤(ii中）L=400m

防砂堤L=220m

民55柏崎港港湾環境整備事業 緑地 1.4ha

5.電気通信施設の整備

V¥56 情報通信格差是正事業 移動通信用鉄塔施設整備 4基

11.57 移動通信用鉄塔施設整備事業 移動通信用鉄塔施設整備 2基

（注）「特例措置の適用」欄の※印の事業については、事業採択時に最終的に判断する。

『期間内事業費』の起算時期は、実施中のものについては平成15年度としている。

柏崎市中浜 新潟県 未定 未定 国土交通省

柏崎市東ノ輸 新潟県 H5～ 来定 国土交通省

柏崎市番神 新潟県 H3～H19 91 国土交通省

小国町法末他 小国町 未定 未定 総務省

吉川町勝穂他 吉川町 未定 未定 総務省
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n.農林水産業、商工業その他の産業の振興

番号 事業名 事業概要

1.農林水産業の振興

81 ほ場整備事業（担い手育成型） 区画整理A=SOha，暗渠排水A=SOha

82 ほ場整備事業（担い手育成型） 区画整理A=22ha，暗渠排水A=22ha

83 ほ場整備事業（担い手育成型） 区画整理A=65ha.暗渠排水炉65ha

84 ほ場整備事業（担い手育成型） 区画整理A=130ha，暗渠排水A=130ha

85 ほ場整備事業（担い手育成型） 区画整理A=108ha.暗渠排水A=108ha

86 水田農業経営確立排水対策特別事業 排水路L=1,884m

87 かんがい排水事業（ 般型） 用水路L=1.850m、付帯エ1式

88 国営かんがい排水事業 ダム3ヶ所，幹線導水路L=5.7kmその他1式

89 国営付帯かんがい排水事業 用水路L=2,382m、揚水機1式

810 国営付帯かんがい排水事業 用水路Lヰ，550m

811 i甚水防除事業 春日第 2排水機場 1式、幹線排水路l

o:3,447m，支線排水路L=1,753m

日12農業用河川工作物応急対策事業 水門ゲート2門

日13施設修繕保全事業 防車機及び電気設備1式

814 中山岡地域総合整備事業 取水エ 3ヶ所、農道L=2,078m，集落道l

"873m排水路L=571m

日15中山間地域総合整備事業 ほ場整備 A=37ha、農道 L=300m、集落遣

L=600m、用水路L=400m

日16中山間地域総合整備事業 Iま場整備A=30ha、暗渠排水A=30ha

~ 中農村山岡地域総合農地防災事業 排水路L=2,200m

振興総合整備事業 集落道L=573m，農村公園 1ヶ所．防災施設L
=855m環境施設5ヶ所

日19中山間地域総合整備事業 ほ場整備 A=31ha、かんがい排水2箇所ほ
ヵ、

820 中山間地域総合整備事業 ほ場整備 A=40ha、かんがい排水2箇所ほ
由、

特例措置

の適用

ヨ

事業期間 期間肉
事業実施箇所 事業主体

（予定） 事業費 所管省庁
【単位首万円）

柏崎市南条地区 新潟県 H15～H20 1.42< 農林水産省

柏崎市市野新田樹新潟県 H17～H21 44( 農林水産省

区

柏崎市上田尻地区新潟県 H18～H22 7151農林水産省

柏崎市別俣地区 祈潟県 H18～H22 2,34d農林水産省

柏崎市北舗右東骨 析潟県 H12～H18 1,38: 農林水産省

地区

柏崎市佐藤池新田新潟県 H14～H18 26 農林水産省

地区

柏崎市与ー地区 新潟県 同18～H20 181 農林水産省

柏崎市周辺地区 北陸農BH9～H20 34,73• 農林水産省

局

柏崎市善根地区 新潟県 H18～H24 1,701 農林水産省

柏崎市藤井地区 新潟県 H18～H24 551 農林水産省

柏崎市春日第2ii!新潟県 H6～H22 1.951 農林水産省

区

柏崎市新田ii水樹新潟潟県 11-114～H15 271 農林水産省

柏崎市春日排 県 H17 15( 農林水産省
場

柏崎市南鯖石地区新潟県 H13～H17 851 農林水産省

柏崎市綾子舞の覇新潟県 H18～H22 1,10( 農林水産省

地区

柏崎市野園地区 新潟県 H17～H21 601 農林水産省

柏崎市別俣地区 新潟県 H16～H18 26( 農林水産省

柏崎市広田地区 柏崎市 H14～H18 561 農林水産省

西山町西山一回樹断潟県 H16～H20 1,501 農林水産省

区

西山町西山中川刻 新潟県 H17～H21 1,50( 農林水産省

区
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821 

822 

823 

824 

825 

826 

827 

828 

829 

830 

831 

832 

833 

834 

835 

836 

837 

838 

839 

中山岡地域総合整備事業

農業用河川工作物応急対策事業

セめ池等整備事業

ため池等整備事業

ため池等整備事業

ため池等整備事業

ほ場整備事業（担い手育成型）

ほ場整備事業（担い手育成型）

ほ場整備事業（担い手育成型）

ほ場整備事業（担い手育成型）

ほ場整備事業（担い手育成型）

ほ場整備事業（担い手育成型）

中山間地域総合整備事業

中山間地域総合整備事業

土地改良総合整備事業

広域漁場整備事業（新潟中部地区）

経営構造対策事業

経営構造対策事業

地域水産物供給基盤整備事業

（出雲崎漁港）

ほ場整備A=15ha、集落道改良1路線ほか

銅製ロフゲト1門

堤体工L=389.3m，淡藻エV=23,000m3，法面

保護工1式

堤体エL=124m.取水エ 1ヶ所．法面保護工1

式

~体ヱL=310m.取水エ 1 ヶ所法面保護工 1
式

握体エL=325m取水工 1ヶ所J去面保護工1

式余水吐エ1力所

区画整理A=83ha.B音渠排水A=78ha

区画整理Aヰ5ha，暗渠排水A=35ha

区画整理A=54ha，暗渠排水炉38ha

区画整理A=46ha，暗渠排水A=46ha

区画整理A=35ha，暗渠排水A=35ha

区画整理A=25ha，暗渠排水A=25ha

整地エ16.0ha、用水路整備310m、溜池4カ

所

農業用排水路11箇所、ほ場整備2団地、隠

渠排水1団地

集落道整備1路線、集落防災安全4カ所、

農村公園整備1カ所

生産基盤整備一式（84ha)

魚礁整備7,894空rrl
大型園芸施設、父流拠点施設等

物産館（直売施設）建設

圏：陥白＝沖1地0紡凌Om諜（、楠防；＝法L~O糧~：岸：：、改『Y北f、） 沖防（補）L=300m、南沖防（新）Lヰ Om、航路漫諜A=12,000rrl 
-4.0岸壁（補）L=155m

ト2.5物揚場（補）L=205m、用地（改）A=SOOrrf 
着定基質A=3.9ha

西山町西山別山胡 新潟県 H18～H22 1,501 襲林水産省
区

刈羽村正明寺堰却 新潟県 H14～H15 11< 農林水産省
区

刈羽村大池地区 新潟県 H12～H16 251 農林水産省

刈羽村長池地区 新潟県 H12～H15 4E 農林水産省

lj羽村松ヶ崎池刻 新潟県 日12～H15 3司農林水産省
区

刈羽村蓮池地区 新潟県 H15～H17 11: 農林水産省

小田町千谷沢地区新潟県 H9～H16 161 農林水産省
小国町横沢地区 新潟県 H10～H15 161 農林水産省

小田町中皇北地区新潟県 H14～H18 88l 農林水産省

小国町中皇南地区 新潟県 H13～H17 607 農林水産省

小田町小国北部却 新潟県 H15～H20 66: 農林水産省
区

小国町小圏西部組 新潟県 H18～H22 42E 農林水産省
区

大島村板山地区 新潟県 H15～H18 281 農林水産省

出雲崎町薬師堂柑 新潟県 H13～H17 1.061 農林水産省
区

出雲崎町下西越紺 新潟県 H18～H22 1,70( 農林水産省
区

出雲崎町地先 新潟県 H7～H17 11( 水産庁

越路町大字来迎寺 越路町 H16～H18 5,84( 農林水産省

西山町 西山町 H18～H19 4C 農林水産省

出雲崎地区 新潟県 H13～H17 954 水産庁
出雲崎町大字尼瀬
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地域水産物供給基盤整備事業 酉防（新）L;70m、中防砂（新）L;70m（肉L;5Q)

（柿崎漁港） 陣穫岸（改）L;56m、中謹岸（改）L"4Bm, 
ト2.0物禍場（新）L;7Q、－2.0泊地法漆A;5,30日『Tl

漁港漁場機能高度化事業 白煙岸（改）L;56m、第1防（改）L;50m（嵩上・消波）

（荒浜漁港） IL;60m（消漉）（向嵩上L;19.5m、消波Lヰ9.5m)
渡除堤｛新）L;15m、防砂（新）L;1Qm
ト2.5航路溌諜A;G,000『Tl、2.0泊地法諜A;3,600nf 

2農．林農漁道業、林道の整備
用揮発油税財源身替農道型 農道整備し＝650m

備事業

一般農道整備事業 農道整備し＝1,130m

広域営農団地農道整備事業 農道整備 L=13,670m

広域営農団地農道整備事業 農道整備し＝7,590m

広域営農団地農道整備事業 農道整備し＝3,360m

農林漁業 用 揮 発 油 税 財 源 問 時 孟整備 L=600m

備事業

農林漁業用揮発油税財源身替農道劃農道整備 L=100m

備事業

森林居住環境整備事業（森林活用基盤 道路工 L=14,478m

整備）林道開設事業森林基幹道「票
姫山線」

森林居住環境整備事業（森林活用基盤 道路エ L=17,715m

整備）林道開設事業森林基幹道「）＼

右山線」

農林漁業用揮発油税財源身替林理道重遣道路舗装工 L=3,939m

備事業（林道舗装事業）森林管

「東山線」

農林漁業用揮発油税財源身替林道翠 道路舗装工 L=5,051m

備事業（林道舗装事業）森林管理遣

「本条線J

ヨ

柿崎地区 柿崎町 H13～H22 610 水産庁

柿崎町大字直海浜

荒浜地区 柏崎市 H13～H16 165 水産庁

柏崎市荒浜三丁目

柏崎市右曽根2 潟県 H14～H17 26! 農林水産省

地区

柏崎市矢田地区 斬潟県 H14～H19 35( 農林水産省

柏崎市柏崎地区 新潟県 H3～H15 9・ 農林水産省

柏崎市柏崎2期首 新潟県 HS～H16 39! 農林水産省

区

柏崎市柏崎3期地 新潟県 H15～H23 1,84( 農林水産省

区

大島村川平2期却 新潟県 H13～H16 7；農林水産省

区

大島村ニ竹沢2矧新潟県 H15～H17 8（農林水産省

地区

柏崎市、高柳町 新潟県 H10～H24 2,40( 林野斤

岡崎市、越路町、 新潟県 サ6～H20 2,21, 林野庁

小国町

柏崎市 柏崎市 H17～H26 12( 林野庁

柏崎市 柏崎市 H17～H28 12( 林野庁



m.生活環境の整備

事業期間 期間内
番号 事業名 事業概要 特例措置 事業実施箇所 事業主体

（予定） 事業費 所管省庁
の適用 ｛単位：百万円｝

1.簡易水道、下水道処理施設等の整備

()1 公共下水道事業 5期（H10～H16）、6期（H17～H19）の汚水 柏崎市 相崎市 H15～H19 6.346 国土交通省

管、雨水管整備

C2 公共下水道事業 自然環境浄化セン聖一水処理施設（3系列） 柏崎市安政町 柏崎市 H15～H17 1.96【国土父通省

の増設

C3 公共下水道事業 自然環境浄化セン告ーほか処理施設改築 柏崎市 棺崎市 H15～H21 2.357 国土交通省

更新

C4 公共下水道事業 雨水ポンプ場改築更新 柏崎市 柏崎市 H21～H22 21: 国土交通省

G5 公共下水道事業 2期（H13～H19）、3期（H20～H27)汚水管 公共下水道実施区柿崎町 H6～H27 4,02• 国土父通省

整備340ha 域

C6 農業集落排水統合補助事業 処理施設、管路施設 N=l式（谷根地区） 柏崎市谷根地内 柏崎市 H12～H15 97 農林水産省

G7 襲業集落排水統合補助事業 処理施設、管路施設 N-1式（広田地区） 柏崎市小島地内 柏崎市 Hl 1～H15 1【農林水産省
-..] 
-..] 

ca 農業集落排水資源循環統合補助事業 コンポスト設備拡充 N=l式（中通地区） 柏崎市吉井地内 柏崎市 H15 4( 農林水産省

C9 農業集落排水資源循環統合補助事業 接続管路、中継施設N=2式（下回尻地区） 拍崎市下回尻地内 柏崎市 H15～H16 135 農林水産省

G10 農業集落排水資源循環統合補助事業 賂理場改築 N-1式（柏崎南部地区） 柏崎市上方地内 柏崎市 H17 ac 農林水産省

C11 農業集落排水資源循環統合補助事業 処理場改築 N=1式（上条地区） 柏崎市黒海地肉 柏崎市 H18 6l 農林水産省

C12 水質検査施設整備 老朽化した主要水質分析機器の部品等を 柏崎市新赤坂町 柏崎市 H15～H20 12( 早生労働省

年次的に更新するもの。

C13 合併処理浄化槽設置・整備事業 合併処理浄化槽の設置 公共下水道事業区柏崎市 H15～H23 1.581 環境省

合併処理浄化槽維持管理費の補助 域及び農業集落:ll
水事業区域以外

2.その他生活環境の整備

G14 市営北園町住宅建設事業 整備戸数 28戸鉄筋コンクリート造4階建 柏崎市北園町 柏崎市 未定 未定 国土交通省

て延床面積2.750ni 
C15 市営半田住宅D号棟建設事業 整備戸数 24戸鉄筋コンクリート造規模 柏崎市希望ヶ丘 柏崎市 未定 未定 国土交通省

未定

G16 陣営半回住宅C号棟建設事業 整備戸数 28戸鉄筋コンクリ ト造 4階建 柏崎市希望ヶ丘 柏崎市 H14～H15 235. 国土交通省

て延床面積2.750『Ti
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v.防災および国土の保全に係る施設の整備

事業期間 期間内
番号 事業名 事業概要 特例措置 事業実施箇所 事業主体

（予定） 事業費 所管省庁
の適用 （単位：百万円｝

1.消防救急施設

E1 消防防災施設等整備事業 高機能情報通信対応防災無線設備整備 。長岡市 長岡市 H21 371 消防庁

E2 消防防災施設等整備事業 耐震性貯水槽整備（9基） 長岡市 長岡市 H15～H22 151 消防庁

(40 rrl x 8基、 100rrlx1基）

E3 消防防災施設等整備事業 消防用車両動態管理・情報システム整備 長岡市 長岡市 H18 48 消防庁

E4 消防防災施設等整備事業 消防用高所監視施設整備 長岡市 長岡市 H18 8消防庁

E5 消防防災施設等整備事業 備蓄倉庫（2カ所） 長岡市川東地区、 長岡市 H18、H22 24消防庁

川西地区

E6 消防防災施設等整備事業 消防ポンプ自動車6台（H旬、 H19、H20～ 。長岡市 長岡市 H15～H22 49: 消防斤

H22) 

...., 水槽付消防ポンプ自動車4台 。
00 化学消防ポンプ自動車（H19) 。

救助工作車（H20)

救助用資機材（H20)

E7 消防防災施設等整備事業 救急業務高度化資機材緊急整備事業 。長岡市 長岡市 ~15,H19,H21 8消防庁

ES 消防防災施設等整備事業 消防緊急通信指令施設整備 長岡市 長岡市 H18 30( 消防庁

E9 消防防災施設等整備事業 高機能情報通信対応型防災無線通信設備 。大島村 大島村 H16～H18 171 消防庁

整備

E10 消防防災施設等整備事業 消防ポンプ自動車整備 。高柳町大字岡野町柏崎地垣 H19 31消防庁

広域事事

組合

E11 消防防災施設等整備事業 消防ポンプ自動車整備 。出雲崎町大字川西柏崎地垣 H17,H19 61 消防庁

救急業務高度化資機材緊急整備事業 。 広域事務

組合
E12 消防防災施設等整備事業 救急業務高度化資機材緊急整備事業 。小国町大字法坂 柏崎地事1務軍H16,H22 6 消防斤

(H16) 広域

消防ポンプ自動車整備（H22) 。 組合
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E13 

E14 

E15 

E16 

E17 

E18 

消防防災施設等整備事業

消防防災施設等整備事業

消防防災施設等整備事業

消防防災施設等整備事業

消防防災施設等整備事業

消防防災施設等整備事業

消防ポンプ自動車整備（H18)

救急業務高度化資機材緊急整備事業

(H20) 

高度救急資機材整備

消防ポンプ自動車整備（H17)

化学消防ポンプ自動車整備（H19)

救急業務高度化資機材緊急整備事業（H20)

はしご付き消防ポンプ自動車 15~；；；級（H21)

はしご付き消防ポンプ自動車 30m級（H15

予防業務連絡車（H15)

消防ポンプ自動車整備（H16)

持殊災害救助車（H16)

業務連絡車（H16)

飲急輸送車マイクロバス（H17)

指令車（H17)

救急業務高度化資機材緊急整備事業

CH18) 

作業用トラック（H18)

業務連絡車（H19)

小型動力ポンプ付き水槽車（H20)

救急業務高度化資機材緊急整備事業

(H21) 

消防ポンプ自動車整備（H22)

指令車（H22)

無線機陸上移動局（H15～H17、H19～H21)

無線機固定・基地局（H18)

無線機基地局（H22)

耐震性貯水槽（40rrl x 16基、 100rrl×5基）

。西山町大字北野 柏崎地:IiiH18,H20 61 消防庁。 広域事務

組合。柏崎市西本町 柏崎地:IiiH15 4消防庁

広域事務

組合。柏崎市西本町 柏崎地場 H17,19～21 185 消防庁。 広域事務。 組合。
。柏崎市三和町 相崎地:IiiH15～H22 38: 消防庁

広域事務。 組合

。

。
。

拍崎市＝和町 拍崎事地t務~ H15～H22 1( 消防庁

広域

組合

拍崎市 柏崎市 H15～H22 28l 消防庁
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消防防災施設等整備事業 防災行政無線移動系親局等整備

消防防災施設等整備事業 地域防災無線整備 。

消防防災施設等整備事業 防火水槽 。
消防防災施設等整備事業 小型動力ポンプ付き積載車整備

2 治山治水対策等

樽川治水ダム建設事業 形式中央コア式ロックフィルダム堤高

国5.0m堤頂長 267.0m提体積 915,000rrl 

総貯水容量4,700目000凶

舗右川ダムダム施設改良事業 施設改良通砂バイパス

鯖石川床上浸水対策特別緊急事業 計画延長L=1,600m 計画高水流量暫定

780凶Is確率 1/50暫定

濁川河川改修事業 計画延長11,600m計画高水流量600mis 
確率1/100

鋪石川河川改修事業OJI］山川吉井ヱ計画延長 1,830m計画高水流量 260mis 
区） 確率1/70

絹川河川改修事業（横山川ヱ区） 計画延長 2,020m計画高水流量 38mis 
確率1/10

太田川河川改修事業 計画延長 5,400m計画高水流量 550rrl/s 

確率1/100

渋海川河川改修事業 計画延長 11,200mの暫定改修（1,200rrl/s) 

猿橋川・稲葉川河川改修事業 猿橋川：計画延長 15,BOOm計画高水流量

WO mis確率1/30

稲葉Jll：計蘭延長 3,500m 計画高水流量

（暫定）35『rl/s確率1/10

柿崎川河川改修事業 計画延長 8,000m計画高水流量 900rrl/s 

確率1/100

柿崎川河川改修事業（吉川工区） 計画延長丘700m計画高水流量 420mis 
確率1/100

一一－，一一日町一一一一一一マペ二←一一一 司

柏崎市 柏崎市 H17～H19 3! 消防庁

柏崎市 柏崎市 H22～H23 消防庁

350 

西山町 西山町 H17～H20 3: 消防庁

西山町 西山町 H16～H19 35 消防庁

柏崎市清水谷 新潟県 S56～H29 8,27( 国土交通省

高柳町 新潟県 1-114～H21 2,312 国土父通省

柏崎市橋場町～帯 新潟県 H11～H15 2,19( 国土交通省

崎市上原

柏崎市西港町～梶 新潟県 S25～H26 40( 国土父遜省

崎市野田

柏崎市上原～柏雌 新潟県 H11～H28 1,06• 国土交通省

市長崎新田

柏崎市横山地内 新潟県 S49～H26 76( 国土交通省

長岡市左近町～葺 新潟県 S47～H32 1,64( 国土父通省

岡市村松町

長岡市下山町～越新潟県 S54～H35 1,00E 国土交通省

路町岩田

震橋Jll：中之島E新潟県 S40～H32 2,071 国土交通省

下沼新回～長岡可

西片貝町

稲葉HI：長岡市負

黒町～長岡市中F
町

中頚城郡柿崎町制 新潟県 S30～H40 50( 国土交通省

崎

中頚城郡柿崎町～新潟県 S30～H40 28( 国土交通省

中頚城郡吉川町



E34 源太川河川改修工事 計画延長 820m 計画高水流量20mis面 柏崎市大字佐藤沼 柏崎市 H7～H26 36( 国土交通省

率 1/5 断固

E35 土合川河川改修事業 計画延長300m計画高水流量21mis碕 柏崎大字鯨・大寺 柏崎市 H3～H16 13• 国土父通省

率 1/5 土合新田地内

E36 通常砂防事業（沢の入沢） えん堤工 1基 柏崎市東長鳥地内 新潟県 H10～H17 121 国土交通省

E37 鯨波地区急傾斜地崩壊対策事業 法枠エ L-605m 柏崎市飯波地内 新潟県 H13～H17 19• 国土交通省

E38 出雲崎海岸急傾斜地崩壊対策事業 法枠エ L=340m 出雲崎町羽黒地肉 新潟県 Hl 1～H18 26€ 国土交通省

E39 藤巻東地区急傾斜地崩壊対策事業 重力式擁壁工 L- 231m 出雲崎町藤巻地肉 新潟県 H12～H16 7（国土交通省

E40 山谷地区急傾斜地崩壊対策事業 法枠エ L-246m 出雲崎町山谷地肉 新潟県 H13～H19 191 国土交通省

E41 地すベり対策事業（高寺） 集水井2基水路工 1,440m 柿崎町高寺地内 断潟県 H15～H22 27! 国土交通省

E42 地すべり対策事業（沢西） 集水井 11基水路ヱ 1,263m 柿崎町沢西地内 断潟県 H2～H17 151 国土交通省

E43 地すベり対策事業（南黒岩） 集水井4基水路エ2,820m杭工 140本 柿崎町南黒岩地内 折潟県 H12～H27 811 国土交通省

E44 地すべり対策事業（旭平） 集水井9基 水 路 工2,665m 柿崎町旭平地内 折潟県 S34～H15 3（国土父通省

E45 通常砂防事業（猿毛)II) えん堤工 1基 柿崎町小萱地内 折潟県 H14～H19 21 国土交通省

E46 通常砂防事業（米山川） えん堤工 1基 柿崎町岩野地内 新潟県 H10～H17 15( 国土交通省

co E47海岸侵食対策事業 人エリーフ L=540m 柏崎市栄町～安田 新潟県 H6～H18 888 国土交通省
トーー 突堤 1基 L=136m 町

E48 海岸防災林造成事業
養防浜潮 v = 80,000 rrl 

エ（コンクリートブロック）784m 柏崎市文字荒浜、 新潟県 H13～H20 85( 林野庁

防風エ（スギ間伐材）230m 松波
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羽．教育および科学技術の振興

番号 事業名

1.公立小中学校等教育施設の整備

F1 義務教育施設長岡市

耐震補強事業

F2 義務教育施設長岡市

曽改築事業

事業概要

①②浦才津小屋内運動場A=594『，；
瀬小屋内運動場A=631ni 

~江中島小屋内運動場A=1.177rrl 
甥中屋内運動場A=1,034『，；

⑤深沢小屋内運動場A=613『，；
⑤富曽亀小屋内運動場A=1,159rrl 
＠防上累川西小屋内運動場A=1,046rrl 

条小屋内運動場A=1,020ni 
⑤栖吉中屋内運動場A=1,109rrl 
~新東組 小 校 舎A=1,150rrl 

中校舎A=6,700『，；
屋内運動場A=1,500『，；

③④表川崎小校舎A=1,900rrl 
町小校舎A=2,300『，；

屋肉運動場A=920ni 
⑤宮内中校舎A=7,500『，；

屋内運動場A=1,500『，；

隆E価限B子才上濡手建議川崎小 校舎A=1500 ni 小屋内運動場A=90m・ 
小屋内運動場A=lOOni 
小屋内運動場A=90rrl 
西小屋内運動場A=120rrl 
東小屋内運動場A=120rrl 

十 二二づ』目

事業期間 期間肉
特例措置 事業実施箇所 事業主体

（予定） 事業費 所管省庁
の適用 （単位百万門｝

長岡市 長岡市 H15～H19 21 文部科学省

2: 

41 

31 

21 

41 

3 

3€ 
3 。長岡市 長岡市 H15～H22 34 文部科学省。 2,24 。。 521 。 88: 。。 . 2,461 。。 411 。 51 。 5 。 51 。 6! 。 6! 



00 
w 

F3 

F4 

F5 

F6 

F7 

FS 

F9 

F10 

F11 

F12 

F13 

義務教育施設相崎市

画改築事業

義務教育施設柏崎市

補強事業

義務教育施設小国町

改築事業

義務教育施設大島村

曽築事業

義務教育施設長岡市

給食室改築事業

共同調理場整備事業

西中学校他武道場新築事業

武道場整備事業

公立小中学校の水泳プール改築

大島小学校水泳プール改築

社会教育施設整備

；②］）枇田尻小校舎A=6,048rri 
杷島小校舎A=5.174rri 

屋内運動場A=1.453rri 

~第二中校舎A=5,091 凶
屋内運動場A=1,316rri 

:4)北条北小校舎A=3,003rri 

屋内運動場A=1.014rri 

⑤北条南小校舎A=3,213rri 

屋内運動場A=1,014rri 

⑤上米山小屋内運動場A=1,014『Ti
'J)荒浜小校舎A=4,470『Ti
⑤束中校舎A=1,812『Ti
①束中校舎A=3,227凶

屋内運動場A=1,037rri 

②第五中校舎A=2,870rri 

屋内運動場A=1,024rri 

小国中校舎Aヰ，485rri 

屋内運動場A=1.500rri 

大島小校舎A=136rri 

①束中 給食室A=350rri 

~表町小給食室A=350 rri 

~干手小給食室A=350 rri 

調理場A=600rri、500rri 

武道場 A=600『rlx2棟

武道場 A=550『rlx2棟

洲小 FRP造325rri (H15) 

中 FRP造375rriCH16) 

中 FRP造375凶（H18)

杷島小 FRP造375凶（H19)

条北小 FRP造325rri (H20) 

条南小 FRP造325rri (H20) 

中 FRP造375rri(H21) 

⑨柏小 FRP造375rri (H22) 

フール、管理棟他

①喬柏圏耐震、バリアフリー化

:2)公民館バリアフリー化

。柏崎市 柏崎市 H16～H17 1,81( 文部科学省。 H18～H19 1,99( 。。 H18～H19 1,94( 。。 H20 1,21( 。。 H20 1,27( 。。 H21 30( 。 H22 1,34( 。 H18 57( 。柏崎市 柏崎市 H17～H18 63( 文部科学省

。 H19～H20 54( 

。小国町 小国町 H16～H18 1,30( 文部科学省。。大島村 大島村 H15 5，文部科学省

長岡市 長岡市 H17 79文部科学省

H20 79 

H22 79 

柏崎市 柏崎市 H17～H19 66: 文部科学省

長岡市 長岡市 H15～H17 51, 文部科学省

柏崎市 柏崎市 H17～H18 33 文部科学省

柏崎市 柏崎市 H15～H22 9（文部科学省

91 

9( 

91 

91 

9 

91 

9 

91 

大島村 大島村 H15 841 文部科学省

柏略市 柏崎市 未定 朱定 文部科学省



00 

""" 

vn.その他、立地地域の振興に関し必要な事項

番号 事業名 事業概要

G1 街路・再開発事業 駅前広場、駅周辺整備

（仮）柏崎駅等周辺整備事業

特例措置 事業実施箇所
の適用

柏崎駅周辺

づ 3目

事業期間 期間肉
事業主体

（予定） 事業費 所管省庁
【単位：百万円）

柏崎市他 未定 未定 国土交通省
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